
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：千円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額

（単位：千円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

支出等割合 ％

847

496 3,085

0 0 0

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

3,581

5.3                 ％

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

68,177消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

5.3                 

53,810

14,367

3,581

都道府県 市町村 合計

0 0 0

0

0

80 273

0 2,381 2,381

353

事業名（事業メニュー）

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

0

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

3,581合計

416６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

431

0

0

７.消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

別　紙

うち、先駆的事業 0 0 0

5.3

5.3

％

％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 千円

人 千円

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

人

人日 人日

事業実施自治体

人

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

法人募集型

管内市町村

県

人日

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

人

県

管内市町村

対象人員数
（報酬引上げ）

事業実施自治体

0

県 0

対象人員数計 追加的総費用

管内市町村



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑯消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は２７年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

合計

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

消費者教育推進費（教職員研修)【交付金】

適格消費者団体等育成事業【交付金】

食品表示啓発事業（事業者説明会）【交付金】

事業（実績）の概要

市町消費生活相談担当者等研修会の開催【交付金】

事業計画 事業の実績

26年度
補正予

27年度
本予算

基金
27年度
本予算

26年度
補正予

基金

80 80 80 80

25 25 25 25

300 300 300 300

92 92 91 91

0 0

事業経
費

事業経
費

交付金等対象経費 交付金等対象経費

0 496497 497 0 496



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入要望 研修参加・受入

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

会場使用料

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

食品表示法について事業者説明会を行うことで新しい表示について周知が図
れた。

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑯消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入希望人数

法人募集型

実地研修受入人数

年間研修総日数

人日

人日

人

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

人

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

年間研修総日数

実績

自治体参加型

参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

人

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は２６年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

年間研修総日数

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

講師謝金・旅費

人日

人参加者数

人日

年間研修総日数

事業強化・機能強化の成果

県による市町消費生活相談担当者等研修会の開催で相談担当者の資質向上
が図れた。

適格消費者団体を目指す消費者団体等の活動を支援することで、設立に向け
て機運が高まった。

教職10年経験の幼・小・中・高・特別支援すべての教職員に消費者教育につ
いて研修を実施することで、学校での消費者教育の推進が図れた。

委託費

講師謝金・旅費

対象経費（実績）



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：千円）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

合計

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

664 464

高松市 1,982

431471

3,125 2,688397 0 397

2,379

269

2,381 1,984 397397

3,312

高松市

269 273 273

事業の実績

交付金等対象経費

27年度
本予算

26年度
補正予
算

基金
26年度
補正予
算

基金

事業経
費

事業計画

事業経
費

高松市

交付金等対象経費
実施市町村

27年度
本予算

2,715 0



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー）

千円

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

3,581

496 千円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

千円うち管内の市町村合計 3,085

引き続き相談員１名増員による相談員４名体制により相談体制の強化を図った。

啓発リーフレットを購入し、小学校や地域包括支援センター等に配布や出前講座で活用することで、消費者教育の推進を図り、かしこい消費
者の育成・消費者被害の未然防止に繋いだ。

千円交付金分

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業強化・機能強化の成果の概要

国民生活センター等実施の研修への参加旅費及び受講料の支援により、相談員のレベルアップに繋がった。

千円

千円うち都道府県

うち管内の市町村合計

0

0

0

交付金相当分



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

千円

千円

千円

14,340

11,282

14,367

千円

2,381 千円

千円

千円

2,381 千円

53,314

千円

千円

千円

68,177

10,759

千円

2,340

千円千円

千円

千円

11,282

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） 0

千円

千円

うち管内市町村

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県 0.9

％

％

21.5

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

53,837

うち都道府県

うち管内市町村

53,837

53,314

0

53,837

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

千円

千円

うち交付金等対象経費

前年度 今年度平成２０年度 対平成２０年度差

千円

千円

-523

千円

0

10,622 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

千円

千円

千円

千円うち交付金等対象外経費

千円

53,837

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業

うち交付金等対象経費

3,085

14,332 11,282

26,953

千円

59,547 千円

千円

-19,662

-9,536

53,810

4,389

2,340 千円

千円

千円

千円

0 千円

41

48,925

0

千円

0

-3,050

千円 0

千円

千円

12,621

0

千円

千円

41 千円

-18,323 千円

1,339

対前年度差

-10,126 千円

千円

0

千円

千円

496 千円

14,367 千円

-27

千円②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

千円

5.3

うち管内市町村

①都道府県の消費者行政決算見込み額

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費

0

千円

-12,586

-5,737 千円

3,581

86,500

千円

％

人

千円

うち交付金等対象外経費

千円

23,243

うち管内市町村

0 千円 0 千円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

人

人

人

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち都道府県

うち都道府県

64,596

うち先駆的事業

千円

千円

千円千円

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定）

63,257

0

人

千円

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） 0 人

0

64,596

千円

千円

千円

千円

千円

千円千円



14．基金の管理（実績）

※27年度清算済み

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

前年度末の基金残高（交付金相当分）

200,000                    

千円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分） -                             

千円

千円

1,084                       

千円

設置当初の基金残高（交付金相当分）

千円

今年度の基金取崩し額（積み増し相当分） 千円

今年度の基金運用収入予定（積み増し相当分） 千円

今年度末の予定基金残高（積み増し相当分）

千円

人

うち定数内の相談員

うち定数外の相談員

うち委託等の相談員 人 今年度末実績

人

今年度末実績 相談員総数 13

相談員総数前年度末 相談員総数

人

人 今年度末実績 相談員総数

前年度末 相談員総数 13 人

相談員総数前年度末

相談員総数 13人 今年度末実績

千円

千円

-                             千円

人相談員総数 13

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

消費生活相談員の配置

今年度の基金上積額（積み増し相当分）

前年度末の基金残高（積み増し相当分）

設置当初の基金残高（積み増し相当分）

①報酬の向上 月額報酬　204,000円　⇒　205,000円

具体的内容処遇改善の取組

④その他

前年度末

②研修参加支援

③就労環境の向上

CAA:
※基金清算を終えている場合は、「○○年度
清算済」と欄外へ注釈を加え、「今年度末の予
定基金残高（交付金相当分）」の項目へは‘０
‘と直接手入力してください。（計算式は消して
いただいてかまいません）



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

相談員総数

今年度末実績人

人

今年度末実績

相談員総数

消費生活相談員の配置

人 今年度末実績 相談員総数うち委託等の相談員 前年度末

うち定数外の相談員 前年度末

人前年度末 相談員総数

人前年度末

うち定数内の相談員

県外での研修旅費等を支援した。(高松市)

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

相談員総数

人

人相談員総数

人相談員総数 44相談員総数

③就労環境の向上

①報酬の向上

②研修参加支援

今年度末実績

④その他
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